
 

 

１．事業所経営法人

(1) 法 人 名 社会福祉法人　尚生会

(2) 法 人 所 在 地 茨城県笠間市笠間1635-2番

(3) 電 話 番 号 ０２９６-７３-５５６２  　FAX　０２９６-７３-５５６３

(4) 代 表 者 名 理事長 山口 伸樹

(5) 設 立 年 月 日 昭和６２年８月２１日

Ⅰ．重要事項説明書

当事業所は介護保険の指定を受けています。

茂木町指定　第0972700504号

(指定の種類　認知症対応型共同生活介護・

介護予防認知症対応型共同生活介護）

2．事業所の概要

( 1)

( 2)

( 3)

( 4)

( 5)

( 6) 田中博之 椎名明俊

( 7)

④事業所での事故発生時や入所者の心身の状況等に変化が見ら れ緊急を 要する

　 状態である場合等は、 「 非常時対応マ ニュ アル」 等を 活用し 対応いたし ま す。

事 業 所 の 種 類

事 業 所 の 目 的

事 業 所 の 名 称

指定認知症高齢者グループホーム グリ ーンハウスと ちぎは、 介護保険関係法令

の定める と こ ろ によ り 入所者に対し て 、 こ の契約の定めると こ ろ に従い、 家庭

的 な 環 境 の も と で 入 所 者 が そ の 有 す る 能 力 に 応 じ 、 自 立 し た 日 常 生 活

を 営むこ と ができ る よう 各種サービスを 提供し ます。

指定認知症高齢者グループホーム グリーンハウスとちぎ

認知症対応型共同生活介護　 　 　 　 　 平成１ ５ 年１ ２ 月　 １ 日指定

介護予防認知症対応型共同生活介護　 平成１ ８ 年　 ４ 月　 １ 日指定

　 的確に把握し 、 さ ら に残さ れた機能を 見極めサービス提供に努めます。

②入所者がそれぞれの役割を 持っ て、 家庭的な日常生活が送れるよ う 生活環境を

　 整えます。

栃木県芳賀郡茂木町茂木６ ３ 番２ ８

０ ２ ８ ５ -６ ４ -３ ２ ７ ７ 　 FAX０ ２ ８ ５ -６ ４ -３ ２ ８ ８

①入所者の認知症の進行を 緩和し 、 安心し て 日常生活が送れる よう 心身の状態を

事業所の運営方針

管 理 者 の 氏 名

電 話 番 号

事 業 所 の 所 在 地

③入所者又はその家族に対し 、 サービ ス の提供方法等につい て、 理解し やすい

　 よう に説明を 行います。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3． 施設の概要

( 1) 建 物 の 構 造

( 2) 建 物 の 面 積

( 内訳) 12. 4㎡×18 台　   　　所 13.3㎡×2

78. 1㎡ 脱衣洗濯室 6. 9㎡×2

77. 8㎡ 浴　　   　室 4. 2㎡×2

13. 7㎡ 更 　衣　 室 3. 8㎡

29. 0㎡ 女子更衣室 7. 3㎡

4. 5㎡×2 倉　   　　庫 14. 7㎡

4． 職員体制

員数

1名

7名

１ 名

1名

4名

4名※

食堂・ 廊下A棟

居　 　 　 室

１ 名

14名

2. 計画作成担当者

3. 介護職員

4. 看護職員

合計

１ 0名

3名（ 兼務）

2名（ 兼務）

1名（ 兼務）

木造平屋建

建築面積  535.7㎡         延べ床面積 522. 7㎡

1. 管理者

食堂・ 廊下B棟

職種 員数

ト 　 イ 　 レ 7. 5㎡×2 ･ 2.3㎡

事　 務　 室

身障者ﾄｲﾚ

玄　 　 　 関

※旧制度に基づく 過程を含みます。

保有資格・ 研修（ 一部重複）

介護支援専門員

介護福祉士

看護師

初任者研修

認知症介護基礎研修

認知症介護実践者研修終了

5． 主な職種の勤務体制

<日中>

早　 番 （ 6： 45～15： 45）

日　 勤 （ 8： 00～17： 00） （ 8： 30～17： 30）

遅　 番 （ 9： 30～18： 30） ( 12: 15～21: 15)

<夜間>

夜　 勤 （ 21： 00～ 7： 00） 　 2名（ 各ユニッ ト 1名）介護職員

管理者
計画作成担当者

看護職員
介護職員

原則と し て職員１ 名あたり 入所者３ 名の介護をし ます。

6． 営業日

( 1) 年 中 無 休



 

 

 

 

7． 事業所サービ ス の概要

① 食 事 の 援 助 ・

提供し ます。

・

に配慮し ます。

・ 朝食　 6： 30～　 ・ 昼食　 12： 00～　 夕食　 18： 00～

※利用者状況により 、 時間変更あり

② 排 泄 の 介 助 ・

③ 入 浴 の 介 助 ・

④着替え等の介助 ・

・

・

・

⑤ 機 能 訓 練 ・

⑥ 健 康 管 理 ・

・

⑦相談および援助 ・

シーツ 等は週1回交換し 洗濯を し ます。

入所者の状況にあっ た機能訓練を行い、 生活機能の維持、

改善に努めます。

個人と し て の尊厳に配慮し 、 適切な整容が行われる よう

配慮し ます。

生活のリ ズムを 考え て、 毎朝夕の着替え を 行う よう 配慮

し ます。

食事は出来る だけ離床し て 食堂で と っ て いただける よう

寝たき り 防止のため、 でき る限り 離床に配慮し ます。

栄養と 身体 状況に 配慮し た バラ エテ ィ に 富ん だ食 事を

（ 相談窓口）

入所者およびその家族から のいかなる相談についても 誠意

を も っ て応じ 、 可能な限り 必要な援助を行う よう 努めます。

計画作成担当者： 田中　 博之

入所者の状況に応じ て適切な排泄介助を 行う と と も に、

排泄の自立についても 適切な援助を行います。

できる だけ配慮し ます。

入所者の日々の健康状態に気を 配り 心身の変化に注意し ま

す。 また、 緊急等必要な場合には主治医ある いは協力医療

入所者が医療機関に通院する場合は、 その介添いについて

機関等に責任を も っ て引継ぎます。

毎日入浴できる よう に準備をし ます。

8． 事業者及びサービ ス 従事者の義務

　 入所者の状況を把握し 入所中起こ り えるリ スク （ 身体面、 環境面、 入所者間の

②入所者の体調、 健康状態から みて必要な場合には、 医師又は看護職員と 連携の

上、 入所者から 聴取、 確認し ます。

ト ラ ブル） を想定し た上で介護サービスを提供し ており ます。 介護施設と し て安

全に十分配慮し ており ますが、 それでも 事故が起こ り えるこ と をご理解下さ い。

　 その上で事業者は、 入所者に対し てサービスを提供するにあたっ て、 次のこ と

を 守り ます。

①入所者の生命、 身体、 財産の安全に配慮致し ます。



 

 

⑤入所者に関する情報を必要に応じ て代理人または身元引受人に報告致し ます。

　

10． 損害賠償がな さ れない場合

　 ペッ ト 及び危険物の持ち 込み、 サービ ス従事者または他の入所者に迷惑を及ぼ

すよう な宗教・ 政治・ 営利活動及び暴言・ 暴力、 セク ハラ 等の行為は禁止致し ま

す。

　 入所者の病気や怪我などを故意に隠し それが原因で起きた事故の場合、 病気や

加齢に伴っ た急激な体調の変化等が起き た場合には損害賠償が適用さ れません。

また、 入所者同士でのト ラ ブルについては双方での解決と なり ます。

損害賠償の適用に関し ては第三者機関が介入し 判断するこ と と なり ます。

⑥入所者に提供し たサースビについて記録を作成し 、 ５ 年間保管すると と も に、

入所者及び身元引受人の請求に応じ て閲覧さ せ、 複写物を交付し ます。

⑦身体拘束は基本的に行わないこ と と し ます。 ただし 緊急やむを得ない場合の

ために事前に承諾を得た上で行う 場合があり ます。

③事業者は、 サービス提供時において、 入所者の身体に急変その他緊急に処すべ

き 事態・ 事故が発生し た場合は、 速やかに医師又は看護職員と 連携し 、 適切な医

療処置を 行う と と も に、 身元引受人及び管理者・ 市町村への報告等必要な措置を

講じ ます。 また、 事故の場合改善策を定めてサービ ス従事者等に周知徹底し 、 再

発防止に努めます。

④非常災害に関する具体的計画を策定すると と も に、 入所者に対し て、 定期的に

避難、 救出その他必要な訓練を行います。

9． 入所者の禁止行為

　 事業所敷地内は禁煙と なり ます。

⑧入所者が受けている 要介護認定の有効期間の満了日の３ ０ 日前までに、 要介護

リ 得たご利用者に関する事項を正当な理由なく 、 第三者に漏洩し ません。

認定の更新の申請のために必要な援助を 行います。

⑨事業者及びサービス従業者または従業員は、 サービスを提供する にあたっ て知

( 1)

( 2)

いたし ます。

入院期間における費用の取扱い

入院期間における住居費、 食材料費、 生活関連費の各料金について は算定せず、

利 用 者 及 び 家 族 の 希 望 に よ り 発 生 し た そ の 他 の 費 用 に つ い て は御 請求

11． 医療連携、 重度化に対する 指針

　 　 　 入所者が重度化し た場合については下記に定める指針に基づき 対応に当たり ま す。

急性期における医療と の連携体制

医療機関と の情報の共有に 努め、 入退院時の情報交換及び 入院中の定期的な

訪問等によ り 状況の把握に努めます。



 

 

 

 

 

( 3)

( 4)

13． 苦情の受付について
( 1)

○　 苦情解決責任者

　 　 〔 職氏名〕 　 　 管理者　 　 田中博之　 　 椎名明俊

　 　 〔 職氏名〕 　 　 管理者　 　 　 　 　 田中　 博之

※　 その他の受付： 介護老人福祉施設にて24時間対応し ており ます。

重度化に 伴い 主治医の意見を 聴 取し た 上 で 当 ホ ー ム で の対 応が 困難 と の

結論に 至っ た 場合、 家族、 入所者と 協議の上、 医療機関、 介護保険施設等

への移行がスムーズに行えるよう 情報提供等の支援を 行いま す。

看取り に関する考え方

当ホ ー ム で は看取り は実施い た し ま せん。 但し 入所者及び家族の看取り に

ついての意向を 確認し 、 日常の介護及び医療機関と の連携を 行います。

重度化に伴う 医療機関又は介護保険施設への移行

12． 身元引受人
　 入所者には入所契約に伴い身元引受人を 定めて頂きます。 身元引受人

当事業所における苦情の受付　 　 TEL． 0285-64-3277

には契約に基づき 入所者と 同様の責任を 負っ て いただく こ と と なり ます。

　 その他、 以下の責任を 負っ ていただく こ と と なり ます。

①入所者が医療機関に入院と なっ た場合の入院中の対応及び連絡調整を し て頂き

ます。

し ていただきます。

③契約解除または終了し た場合、 残置物の引取または処理にかかる必要な措置を

  事業所における苦情やご相談は、 、 以下の専用窓口で受け付けます。

○　 苦情受付窓口担当者

②契約解除または終了し た場合、 次の受け入れ先の確保にあたっ て必要な援助を

と っ ていただき ます。

○　 受付時間　 ８ ： ３ ０ ～１ ７ ： ３ ０

( 2) 当法人における苦情の受付   TEL　 0296-73-5562

　 ○苦情受付窓口

　 　 　 　 　 　 　 　 　 社会福祉法人　 　 尚生会　 　 法人本部

　 ○受付時間　 　 ８ ： ３ ０ ～１ ７ ： ３ ０



 

 

 

 

 

( 3)

( 4) その他の苦情受付機関

第三者委員による苦情の受付

　 事業所が選任し まし た第三者委員においても 、 苦情やご相談を 受け付けており

　 委員は当法人の監事、 評議員及び家族会会長の方です。 詳細は、 各ユニッ ト 玄

関に掲示し ており ます。

ます。

茂木町保健福祉課　 〒321-3589　 芳賀郡茂木町茂木155

介護係 TEL0285-63-5603　 　 FAX0285-63-5600

協議会

栃木県国民健康保険 〒320-0033　 栃木県宇都宮市本町12-11　 と ちぎ 会館４ 階

TEL028-622-0524　 　 FAX028-621-5298

団体連合会 TEL028-622-7242　 　 FAX028-622-7965

栃木県社会福祉 〒320-8508　 宇都宮市若草1-10-6と ちぎ福祉プラ ザ内

14. 協力医療機関

⑸ 診 療 科

医療法人慶心会　 桜井循環器科内科医院　

桜井　 謙治

栃木県芳賀郡
茂木町増井30番地

0285-63-5131

内科・ 循環器科

⑴ 医療 機 関 の 名 称

⑵ 院 長

⑶　 住　 所

⑷ 電 話 番 号

⑹ 入 院 設 備

⑺ 救急 指 定 の 有 無

⑻ 医療 協 力 の 概 要

指定認知症高齢者グ ループ ホーム グリ ーン ハウ スと ちぎ

で は上記医療機関と 医療協力契約を 締結し 、 健康管理、

検査、 治療等を 行う こ と を 依頼し ていま す。

無し

無し

15. 非常災害時の対策

( 1) 非 常 時 の 対 応

( 2) 平常時の訓練等

( 3) 防 火 設 備 1. 消火器　 　 2. 誘導灯　 　 3. 非常灯　 　 4. 火災報知機

5. 光電式煙感知器 6. スポッ ト 型感知器 7. ス プリ ンク ラ ー

( 4) 消 防 計 画 等 1. 防火管理者

「 グ リ ーン ハウ ス と ち ぎ 消防計画」 に 従い 対応し ま す。

「 グ リ ーンハウス と ち ぎ消防計画」 に従い、 利用者も 参加

し た避難訓練を 実施し ます。

　 管理者　 　 　 田中　 博之



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16. 当事業所ご利用の際に留意し ていただく 事項

( 1) 来 訪 ・ 面 会

( 2) 外 出 ・ 外 泊

く ださ い。

( 3) 医療機関への受診

いたし ま す。

( 4) 居 室 ・ 設 備

器 具 の 利 用

( 5) 営 業 活 動

そ の 他 の 行 為 及びその他一切の勧誘行為は固く お断り いたし ます。

く ださ い。 面会時間AM8: 30～PM5: 30

来訪者は、 面会時間を 厳守し 、 必ずその都度職員にご 連絡

施設内で 他の利用者 に 対す る 物品の 販売等 の営業行 為

外出・ 外泊の際に は必ず行き 先と 戻り 時間を 職員にご 連絡

協力医療機関を ご 利用い ただ き ま す。 ま た 主治医から の

情報提供につき ま し て 円滑に行われるよ う で きる 限り 配慮

施設内の居室や設備、 器具は本来の用法にし たがっ て ご利

用 下 さ い 。 こ れ に 反 し た ご 利 用に よ り 破損 等が 生じ

た場合、 賠償し ていただく こ と がございます。



 

苦情解決及び処理のフ ロ ー図

苦情の受付及び解決について

　  申し 立てるこ と が出来ます。

　  その場合、 事業者は迅速・ 適切に対処し サービスの向上、 改善に努めま す。

　   対し て何ら の差別待遇をし ません。

1 利用者ま たは、 身元引受人は、 提供さ れた介護サービス に対し て 、 いつで も 苦情を

２ 事業者は、 利用 者が 苦情 申し 立て を 行 っ た 場合、 こ れを 理由と し て 、 利用 者に

利用者・ 家族等

介護職員

苦情処理窓口（ 計画作成担当者）

都道府県

県社会福祉協議会

第三者委員

管理者

理事長・ 事業所長

市町村

国保連

苦情

苦情

苦情

苦情対応

苦情聴取

助言
話し 合い

即時報告

緊急指示 苦情 解決し ない場合

報告

指示

報告

指示

解決し な い場合

市町村で 処理困難



 

介護度 介護保険 合計

(基本単価) ( １ 割負担) 住居費 食材料費 生活関連費 ( 30日の場合)

要支援2

749単位/日

要介護1

753単位/日

要介護2

788単位/日

要介護3

812単位/日

要介護4

828単位/日

要介護5

845単位/日

6単位/日 18 0円

37 単位/日 1, 11 0円

40 単位/月 4 0円

30 単位/日 90 0円

・・・・・・・・・・ 1, 500円 （ 日額） （ 朝400円、昼600円、夕5 00円）

・・・・・・・・・・ 319円 （ 日額）

・・・・・・・・・・ 1, 172円 （ 日額）

(電気代420円、上下水道代160円、ガス代120円、灯油代1 20円、日用品代352円）

・・・・・・・・・・ 1ｋ ｍ・・・50円

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 1枚　10円

・・・・・・・・・・ 実費（ 発熱等により抗原検査キット使用等した場合）

・・・・・・・・・・ 利用者の希望により個別に発生した費用は実費でご請求致します。12 . そ の 他

1. 食 材 料 費

2. 住 居 費

3. 生 活 関 連 費

4. 町 外 職 員 同 行 費

5. 外 出 行 事

6. 理 美 容 代

7. お む つ 代

8. 教 養 娯 楽 費

9. ク ラ ブ 材 料 費

10 . 複 写 物 の 交 付

11 . 抗原検査等実施代

24 , 84 0円 114 , 5 70円

25 , 35 0円 115 , 0 80円

介護保険別途加算
サービス提供体制加算Ⅲ

医療連携体制加算（ Ⅰ） ハ

科学的介護推進体制加算

初期加算（ 入所日より30日間）

介護職員処遇改善加算Ⅰ 18 . 6％

【介護保険給付対象外サービス】

指定(介護予防)認知症高齢者グループホーム　グリーンハウスとちぎ

利用料金表「1割負担」

※サービス料金は介護保険給付対象サービス料金（ 市町村が定めた負担割合に準じた額） と介護保険給付対象

外サービス料金の合計金額となります

介護保険給付対象外利用料

22 , 47 0円

9, 5 70円 4 5 , 000 円 35 , 160円

112 , 20 0円

22 , 59 0円 112 , 3 20円

23 , 64 0円 113 , 3 70円

24 , 36 0円 114 , 0 90円



 

介護度 介護保険 合計

(基本単価) ( 2割負担) 住居費 食材料費 生活関連費 ( 30日の場合)

要支援2

749単位/日

要介護1

753単位/日

要介護2

788単位/日

要介護3

812単位/日

要介護4

828単位/日

要介護5

845単位/日

6単位/日 36 0円

37 単位/日 2, 22 0円

40 単位/月 8 0円

30 単位/日 1, 80 0円

・・・・・・・・・・ 1, 500円 （ 日額） （ 朝400円、昼600円、夕5 00円）

・・・・・・・・・・ 319円 （ 日額）

・・・・・・・・・・ 1, 172円 （ 日額）

(電気代420円、上下水道代160円、ガス代120円、灯油代1 20円、日用品代352円）

・・・・・・・・・・ 1ｋ ｍ・・・50円

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 1枚　10円

・・・・・・・・・・ 実費（ 発熱等により抗原検査キット等使用した場合）

・・・・・・・・・・ 利用者の希望により個別に発生した費用は実費でご請求致します。12 . そ の 他

1. 食 材 料 費

2. 住 居 費

3. 生 活 関 連 費

4. 町 外 職 員 同 行 費

5. 外 出 行 事

6. 理 美 容 代

7. お む つ 代

8. 教 養 娯 楽 費

9. ク ラ ブ 材 料 費

10 . 複 写 物 の 交 付

11 . 抗原検査等実施代

49 , 68 0円 139 , 4 10円

50 , 70 0円 140 , 4 30円

介護保険別途加算
サービス提供体制加算Ⅲ

医療連携体制加算（ Ⅰ） ハ

科学的介護推進体制加算

初期加算（ 入所日より30日間）

介護職員処遇改善加算Ⅰ 18 . 6％

【介護保険給付対象外サービス】

指定(介護予防)認知症高齢者グループホーム　グリーンハウスとちぎ

利用料金表「2割負担」

※サービス料金は介護保険給付対象サービス料金（ 市町村が定めた負担割合に準じた額） と介護保険給付対象

外サービス料金の合計金額となります

介護保険給付対象外利用料

44 , 94 0円

9, 5 70円 4 5 , 000 円 35 , 160円

134 , 67 0円

45 , 18 0円 134 , 9 10円

47 , 28 0円 137 , 0 10円

48 , 72 0円 138 , 4 50円



 

介護度 介護保険 合計

( 基本単価) ( 3割負担) 住居費 食材料費 生活関連費 ( 30日の場合)

要支援2

749単位/日

要介護1

753単位/日

要介護2

788単位/日

要介護3

812単位/日

要介護4

828単位/日

要介護5

845単位/日

6単位/日 540 円

3 7単位/日 3, 330 円

4 0単位/月 120 円

3 0単位/日 2, 700 円

・・・・・・・・・・ 1 , 500円 （ 日額） （ 朝400円、昼600円、夕500円）

・・・・・・・・・・ 319円 （ 日額）

・・・・・・・・・・ 1 , 172円 （ 日額）

(電気代420円、上下水道代160円、ガス代120円、灯油代120円、日用品代352円）

・・・・・・・・・・ 1ｋ ｍ・・・50円

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 実費

・・・・・・・・・・ 1枚　10円

・・・・・・・・・・ 実費（ 発熱等により抗原検査キット等使用した場合）

・・・・・・・・・・ 利用者の希望により個別に発生した費用は実費でご請求致します。12 . そ の 他

1. 食 材 料 費

2. 住 居 費

3. 生 活 関 連 費

4. 町 外 職 員 同 行 費

5. 外 出 行 事

6. 理 美 容 代

7. お む つ 代

8. 教 養 娯 楽 費

9. ク ラ ブ 材 料 費

10 . 複 写 物 の 交 付

11 . 抗原検査等実施代

74 , 520円 16 4 , 250円

76 , 050円 16 5 , 780円

介護保険別途加算

サービス提供体制加算Ⅲ

医療連携体制加算（ Ⅰ） ハ

科学的介護推進体制加算

初期加算（ 入所日より30日間）

介護職員処遇改善加算Ⅰ 18 .6 ％

【介護保険給付対象外サービス】

指定( 介護予防)認知症高齢者グループホーム　グリーンハウスとちぎ

利用料金表「3割負担」

※サービス料金は介護保険給付対象サービス料金（ 市町村が定めた負担割合に準じた額） と介護保険給付対象

外サービス料金の合計金額となります

介護保険給付対象外利用料

67 , 410円

9, 57 0円 45 , 000円 35 , 160円

1 57 , 140円

67 , 770円 15 7 , 500円

70 , 920円 16 0 , 650円

73 , 080円 16 2 , 810円
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当事業所は介護保険の指定を受けています。  

茂木町指定 第０ ９ ９ ２ ７ ０ ０ １ ３ ８ 号 

共用型指定認知症対応型通所介護事業所     平成２ ６ 年４ 月１ 日指定 
共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所 平成２ ６ 年４ 月１ 日指定 

１ ． 法人の概要 

 （ １ ） 法 人 名 社会福祉法人 尚生会 

 （ ２ ） 法人所在地 茨城県笠間市笠間１ ６ ３ ５ －２ 番地 

 （ ３ ） 電 話 番 号 ０ ２ ９ ６ －７ ３ －５ ５ ６ ２  FAX０ ２ ９ ６ －７ ３ －５ ５ ６ ３  

 （ ４ ） 代 表 者 名 理事長 山口 伸樹 

 （ ５ ） 設立年月日 昭和６ ２ 年８ 月２ １ 日 

２ ． 事業所の概要 

 （ １ ） 事業所の種類 

    １ ． 共用型指定認知症対応型通所介護事業所  

    ２ ． 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所  

※当事業所は指定認知症高齢者グループホームグリ ーンハウスと ちぎ内の食堂・ 居間を

共有利用し て実施さ れる事業です。  

 （ ２ ） 事業所の目的 

       共用型指定認知症対応型通所介護事業所・ 共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所（ 以下「 事業所」 と いう 。） は、 介護保険法令に従い、 要介護

状態( 介護予防あっ ては要支援状態) にある高齢者が、可能な限り 居宅において、

その有する 能力に応じ 自立し た日常生活が営むこ と ができ るよ う 必要な支援

をするこ と を目的と し ます。  

（ ３ ） 名 称 「 共用型指定認知症対応型通所介護センタ ーと ちぎ」  

  （ ４ ） 事業所の所在地 栃木県芳賀郡茂木町茂木６ ３ 番２ ８  

（ ５ ） 電話番号 ０ ２ ８ ５ －６ ４ －３ ２ ７ ７   

（ ６ ） 管理者 氏名     田中 博之      

（ ７ ） 事業所の運営方針 

    １ ．  認知症型通所介護の提供にあたっ ては、 要介護、 要支援状態であり 、 認

知症である高齢者（ 認知症の原因疾患が急性の状態にある者を除く 。以下

同じ ） が共用型認知症対応型通所介護計画・ 共用型介護予防認知症対応型

通所介護計画（ 以下「 認知症通所介護計画」 と いう 。） に基づいた介護及

Ⅱ． 重要事項説明書 
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び機能訓練を行なう こ と により 、心身機能の維持、向上並びに利用者の家

族の身体的及び精神的負担の軽減を図り ます。  

             

２ ．  認知症型通所介護の提供にあたっては、 常に認知状態等、 利用者の心身 

状態を的確に把握し 、 又、 関係市町村、 居宅介護支援事業所、 地域包括支 

援センタ ー、 地域の保健・ 医療・ 福祉サービスと の綿密な連携を図り 、 認 

知症通所介護計画に基づいた総合的なサービスの提供に努めます。  

（ ８ ） 開設年月日 平成２ ６ 年４ 月１ 日 

（ ９ ） 通常の事業の実施地域 茂木町 

（ 10） 利用定員  ３ 名 

（ 11） 営業日及び営業時間 

営   業  日  月曜日から 金曜日（ 祝祭日含む）  

休   業  日 
 土曜日及び日曜日 

（ 12 月 31 日～1 月 3 日、 8 月 13 日～8 月 15 日）  

受  付  時  間  月曜日から 日曜日の 8: 30～17: 30 

サービス提供時間  月曜日から 金曜日の 9: 15～16: 30 

    

 

３ ． 職員の配置状況 

   当事業所では、利用者に対し てグループホームグリ ーンハウスと ちぎと 兼務する

職員と し て、 以下の職種の職員を配置し ています。  

  

 <主な職員の配置状況> ※職員の配置については、 指定基準を遵守し ています。  

職    種 常 勤 換 算 指 定 基 準 

1.  管 理 者 1 名（ 兼務）  あり  

2.  介 護 職 員 1 名 １ 名以上 

   

<主な職種の勤務体制>  

職      種 勤  務  体  制 

１ 、 管理者 （ 兼務）  

２ 、 介護職員（ 兼務）  

 

 

日勤勤務時間 8: 30 から 17: 30 

遅番勤務時間 9: 30 から 18: 30 

       12: 15 から 21: 15 
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４ ． 事業所が提供するサービスと 利用料金  

事業所では、 利用者に対し て以下のサービスを提供し ます。  

（ １ ）  利用料金が介護保険から給付さ れる場合 

（ ２ ）  利用料金の全額を利用者に負担いただく 場合があり ます。  

 

 

 

（ １ ） 介護保険の給付の対象と なるサービス（ 契約書第４ 条参照）  

共用型認知症対応型通所介護  

以下のサービスについては、 利用料金の９ 割が介護保険から 給付さ れます。  

 

<サービス利用料金( １ 回あたり ) >   

利用料金表によっ て、 利用者の要介護度に応じ たサービス利用料金の１ 割～3 割の金額

( 自己負担額) をお支払いいただき ます。  

・ 一割負担 

利用者の 

要介護区分 

サービス利用料金 サービス

提供体制

強化加算

（ Ⅰ）  

若年性 

認知症利

用者受入

加算 

サービス内容（ ※1）  

3～4 

時間 

4～5 

時間 

5～6 

時間 

6～7 

時間 

7～8 

時間 

入浴

Ⅰ 

個別機

能訓練

（ Ⅱ）  

延長 

( 家送)  

要介護１  267 279 445 457 523 

22 60 40 20 50 

要介護２  277 290 460 472 542 

要介護３  286 299 477 489 560 

要介護４  296 310 494 507 579 

要介護５  305 319 510 522 598 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 上記、 適応料金の合計 × 18. 1％分 

 

・ 二割負担 

利用者の 

要介護区分 

サービス利用料金 サービス

提供体制

強化加算

（ Ⅰ）  

若年性 

認知症利

用者受入

加算 

サービス内容（ ※1）  

3～4 

時間 

4～5 

時間 

5～6 

時間 

6～7 

時間 

7～8 

時間 

入浴

Ⅰ 

個別機

能訓練

（ Ⅱ）  

延長 

( 家送)  

要介護１  534 558 890 914 1, 046 

44 120 80 40 100 

要介護２  554 580 920 944 1, 084 

要介護３  572 598 954 978 1, 120 

要介護４  598 618 986 1, 012 1, 156 

要介護５  610 638 1, 020 1, 044 1, 196 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 上記、 適応料金の合計 × 18. 1％分 
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・ 三割負担 

利用者の 

要介護区分 

サービス利用料金 サービス

提供体制

強化加算

（ Ⅰ）  

若年性 

認知症利

用者受入

加算 

サービス内容（ ※1）  

3～4 

時間 

4～5 

時間 

5～6 

時間 

6～7 

時間 

7～8 

時間 

入浴

Ⅰ 

個別機

能訓練

（ Ⅱ）  

延長 

( 家送)  

要介護１  801 837 1, 335 1, 371 1, 569 

66 180 120 60 150 

要介護２  831 870 1, 380 1, 416 1, 626 

要介護３  858 897 1, 431 1, 467 1, 680 

要介護４  885 927 1, 479 1, 518 1, 734 

要介護５  915 957 1, 530 1, 566 1, 794 

介護職員処遇改善加算 上記、 適応料金の合計 × 18. 1％分 

 

 

※1 ⇒介護職員の総数の内、 介護福祉士国家資格の占める割合が 70％以上配置。 また

は、 勤続 10 年以上の介護福祉士 25％以上のいずれかに該当し た際加算。  

※2 ⇒65 歳未満で認知症の利用者に対し 、 個別の担当者が、 利用者の特性やニーズに

応じ たサービス提供し た場合に加算対象。  

※3 ⇒現在職員体制上、 実施し ており ません。  

※ 科学的介護推進体制加算 40 単位/月。 厚労省への介護情報提供、 情報の活用。  

※ 介護職員等ベースアッ プ等支援加算 2. 3％ 

 

<サービスの概要> ※下記２ については職員体制上実施し ており ません。  

１ .  入浴介助（ 1）          料 金：      ４ ０ ０ 円（ 自己負担４ ０ 円）  

２ ． 個別機能訓練Ⅱ（ 希望者のみ）  料 金：    ２ ０ ０ 円（ 自己負担２ ０ 円）  

３ ． サービス提供時間外延長    料 金：  1 時間５ ０ ０ 円（ 自己負担５ ０ 円）  

※延長時間は最大で、 １ ９ ： ０ ０ までの対応が可能と なり ます。（ 家族送迎に限る）  

 

☆ 利用者が要介護認定を受けていない場合には、要介護認定を受けた後、要介護度

に応じ たサービス料金（ 自己負担額） をお支払いいただき ます。  

 

 ☆ 介護保険から の給付額に変更があっ た場合は、変更さ れた額に合わせて、利用者 

負担額を変更いたし ます。 
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共用型介護予防認知症対応型通所介護 

以下のサービスについては、 利用料金の９ 割が介護保険から 給付さ れます。  

 

<サービス利用料金( １ 回あたり ) >   

利用料金表によっ て、 利用者の要支援状態に応じ たサービス利用料金の１ 割～3 割 

の金額( 自己負担額) をお支払いいただきます。  

・ 一割負担 

利用者の 

要介護区分 

サービス利用料金 サービス

提供体制

強化加算

（ Ⅰ）  

若年性 

認知症利

用者受入

加算 

サービス内容（ ※1）  

3～4 

時間 

4～5 

時間 

5～6 

時間 

6～7 

時間 

7～8 

時間 

入浴 

Ⅰ 

個別機

能訓練

（ Ⅱ）  

延長 

( 家送)  

要支援１  248 260 413 424 484 
22 60 40 20 50 

要支援２  262 274 436 447 513 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 上記、 適応料金の合計 × 18. 1％分 

 

・ 二割負担 

利用者の 

要介護区分 

サービス利用料金 サービス

提供体制

強化加算

（ Ⅰ）  

若年性 

認知症利

用者受入

加算 

サービス内容（ ※1）  

3～4 

時間 

4～5 

時間 

5～6 

時間 

6～7 

時間 

7～8 

時間 

入浴

Ⅰ 

個別機

能訓練

（ Ⅱ）  

延長 

( 家送)  

要支援１  496 520 826 848 968 
44 120 80 40 100 

要支援２  524 548 872 894 1, 026 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 上記、 適応料金の合計 × 18. 1％分 

 

・ 三割負担 

利用者の 

要介護区分 

サービス利用料金 サービス

提供体制

強化加算

（ Ⅰ）  

若年性 

認知症利

用者受入

加算 

サービス内容（ ※1）  

3～4 

時間 

4～5 

時間 

5～6 

時間 

6～7 

時間 

7～8 

時間 

入浴

Ⅰ 

個別機

能訓練

（ Ⅱ）  

延長 

( 家送)  

要支援１  744 780 1, 239 1, 272 1, 452 
66 180 120 60 150 

要支援２  786 821 1, 308 1, 341 1, 539 

介護職員処遇改善加算 上記、 適応料金の合計 × 18. 1％分 

 

 

※1 ⇒介護職員の総数の内、 介護福祉士国家資格の占める割合が 70％以上配置。 また

は、 勤続 10 年以上の介護福祉士 25％以上のいずれかに該当し た際加算。  

※2 ⇒65 歳未満で認知症の利用者に対し 、 個別の担当者が、 利用者の特性やニーズに

応じ たサービス提供し た場合に加算対象。  

※3 ⇒現在職員体制上、 実施し ており ません。  

※ 科学的介護推進体制加算 40 単位/月。 厚労省への介護情報提供、 情報の活用。  

※ 介護職員等ベースアッ プ等支援加算 2. 3％ 
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<サービスの概要> ※下記２ については職員体制上実施し ており ません。  

１ ． 入浴介助（ 1）         料 金：      ４ ０ ０ 円（ 自己負担４ ０ 円）  

２ ． 個別機能訓練Ⅱ（ 希望者のみ）  料 金：    ２ ０ ０ 円（ 自己負担２ ０ 円）  

３ ． サービス提供時間外延長    料 金：  1 時間５ ０ ０ 円（ 自己負担５ ０ 円）  

※延長時間は最大で、 １ ９ ： ０ ０ までの対応が可能と なり ます。（ 家族送迎に限る）  

 

☆ 利用者が要支援認定を受けていない場合には、要支援認定を受けた後、要支援状

態に応じ たサービス料金（ 自己負担額） をお支払いいただき ます。  

 ☆ 介護保険から の給付額に変更があっ た場合は、変更さ れた額に合わせて、利用者 

負担額を変更いたし ます。 

 

（ ２ ） 介護保険の給付の対象と なら ないサービス（ 利用契約事項第５ 条、 第７ 条参照） 

以下のサービスは、 利用料金の全額が利用者の負担と なり ます。  

 

<サービスの概要と 利用料金> 

１ ． 食事の提供 

・ 利用者に提供する昼食代です。  

料 金： 1 回あたり  ６ ０ ０ 円 

    

２ ． 教養娯楽費 

    料 金： 実費 

 

３ ． レク リ ェ ーショ ン等、 趣味活動 

・ 利用者の希望により レク リ ェ ーショ ン等、 趣味活動に参加し て頂く こ と がで 

き ます。  

料 金： 材料代等の実費 

 

 

４ ． 日常生活上必要と なる諸費用実費 

・ 日常生活用品の購入代金等ご契約者の日常生活上必要と する費用で、 利用者 

にご負担いただく こ と が適当と する費用についてはご負担いただき ます。  

料 金： おむつ代等の実費 

 

５ ． 複写物の交付 

    料 金： １ 枚につき １ ０ 円 

 

６ ． 抗原検査等実施代 

    料 金： 実費 

 

 

☆ 経済状況の著し い変化その他やむを得ない事由がある場合は、適正な額に変更す 

るこ と があり ます。その場合には事前に変更の内容と 変更する事由について、変更 

を行う ２ ヶ 月前までにご説明いたし ます。  

 

（ ３ ） 利用料金の支払い方法（ 利用契約事項第７ 条参照）  

  前記認知症型通所介護のサービス料金又は費用は、 まと めて１ ヶ 月ごと に計算

し 、 翌月初めに請求書にて請求いたし ます。 指定銀行の入金確認後（ 常陽銀行及
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びゆう ちょ 銀行） にて自動引き 落と し 確認後、 領収書を発行いたし ます。  

 

☆ 利用料金の支払い方法については、 郵便局（ ゆう ちょ 銀行） および常陽銀行から の

自動引き落と し と なり ます。  

 

（ ４ ） 利用の中止、 変更、 追加（ 利用契約事項第８ 条参照）  

１ ．  利用予定日の前に、 利用者の都合により 、 認知症型通所介護の利用を中止又は

変更、も し く は新たなサービスの利用を追加するこ と ができ ます。こ の場合には

サービスの実施日、 前日までに事業所に申し 出て下さ い。  

 ２ ．  利用者の体調不良等により 、 当日の利用を中止さ れる場合には、 前日又は当日  

   の８ 時３ ０ 分までに事業所までご連絡下さ い。  

キャ ンセル料金はいただき ません。  

３ ．  道路の交通状況、送迎中の緊急時等で送迎時間が前後する場合や予定の送迎時

間が変更になる場合があり ます。  

４ ．  利用中、 発熱や体調不良がみら れた時には、 病院受診や早めのご帰宅をお願い

する場合があり ます。 受診の際は原則ご家族で送迎をお願い致し ます。  

５ ．  急変時の場合、 救急車の対応と さ せて頂きます。 その際、 掛かり 付けの病院を

救急隊員の方にお伝えし ますが、病状や病院の受け入れ状況により 掛かり 付け以

外の病院に搬送さ れる場合があるこ と をご理解下さ い。  

６ ．  サービス利用の変更・ 追加の申し 出に対し て、 稼働状況により 、 利用者の希望

する期間にサービスの提供ができ ない場合、他の利用可能日時を利用者に提示し

て協議し ます。  

 

（ ５ ） 事業者の義務（ 利用契約事項第１ ０ 条参照）  

 ○ 事業者及びサービス従事者の義務について 

   利用者の状況を把握し 利用中に起こ り う るリ スク（ 身体面・ 環境面・ 利用者間の

ト ラ ブル） を想定し た上で介護サービスを提供し ており ます。介護施設と し て最善

の注意をも っ て提供し ていますが、それでも 事故が発生する場合があるこ と をご理

解下さ い。  

そのう えで、事業者は利用者に対し てサービスを提供するにあたっ て、次の事を

守り ます。 また、 身体拘束は基本的に行わないこ と と し ていますが、 緊急やむを得

ない（ 利用者の生命又は身体が危険にさ ら さ れる） 場合には事前に承諾を得た上で

行う こ と があり ます。  

 

１ ．  利用者の生命、 身体、 財産の安全に配慮致し ます。  

２ ．  利用者の体調、 健康状態から みて必要な場合には、 主治医と 連携の上、 利用者 

から 聴取、 確認し ます。  

３ ．  事業者はサービス提供時において、 利用者の身体に急変その他緊急に処すべき

事態・ 事故が発生し た場合は速やかに主治医と 連携し 、 適切な医療処置を講じ

ます。 また、 事故の場合改善策を定めてサービス従事者等に周知徹底し 、 再発

防止に努めます。  

４ ．  非常災害に関する具体的計画を策定すると と も に、 利用者に対し て、 定期的に

非難・ 救出その他必要な訓練を行います。  

５ ．  利用者に対する情報を必要に応じ て代理人又は身元引受人に報告いたし ます。 

６ ．  利用者に提供し たサービスについて記録を作成し 、 ５ 年間保管する と と も に、

利用者及び身元引受人の請求に応じ て閲覧さ せ、 複写物を交付し ます。  

７ ．  身体拘束は基本的に行わないこ と と し ます。 ただし 緊急やむを得ない場合のた
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めに事前に承諾を得た上で行う 場合があり ます。  

８ ．  事業者及びサービス従事者または従業員は、 サービスを提供するにあたっ て知

り 得たご利用者に関する事項を正当な理由なく 、 第三者に漏洩し ません。  

 

（ ６ ） 利用者の義務（ 利用契約事項第１ ２ 条参照）  

○ 利用者の施設利用上の注意義務について 

   利用者は、 施設・ 設備について、 事故又は重大な過失により 滅失、 破損、 汚損も

し く は変更し た場合には、自己の費用により 原状に復する、又は相当の代価を支払

う も のと し ます。  

   備品について、 故意に滅失、 破損、 汚損し た場合にはそれにかかる費用の負担を

お願いする場合がございます。  

 ○ 利用者の禁止行為について（ 利用契約事項第１ ３ 条参照）  

   施設敷地内は全て禁煙と なり ます。  

ペッ ト 及び刃物等の危険物の持ち込み、サービス従事者または他の利用者に著し

く 迷惑を及ぼすよう な宗教・ 政治・ 営利活動及び暴言暴力・ セク ハラ 等の行為を行

う こ と は禁止致し ます。  

 

（ ７ ） 損害賠償（ 利用契約事項第１ ４ 条参照）  

 ○ 損害賠償責任 

   利用中、様々な場面での事故（ 介護中や施設車両での送迎中）が想定さ れますが、  

  万が一事故が発生し た場合、誠意を持ち利用者に生じ た損害について賠償する責任 

を負います。 守秘義務等に違反し た場合も 同様と し ます。  

 

 ○ 損害賠償がなさ れない場合（ 利用契約事項第１ ５ 条参照）  

   利用者が契約時に、心身の状況や病歴等の重要な内容について、故意に隠し それ

が原因で起き た事故の場合、持病や加齢に伴っ た急激な体調の変化等、事業所が行

っ たサービスを原因と し ない理由で、利用者に障害が発生し た場合には損害賠償が

適用さ れません。 また、 利用者同士ト ラブルについては双方での解決と なり ます。        

損害賠償の適用に関し ては第三者機関が介入し 判断をするこ と と なり ます。  

 

 

（ ８ ） 契約解除（ 利用契約事項第２ ０ 条参照）  

○ 事業所から の契約解除 
   以下の事項に該当する場合には、事業所と の契約を解除と さ せていただく こ と が

あり ます。  

１ ．  契約締結時において、 利用者の身体の状況や病歴及び利用者に関わる重要事項 

を故意に隠し た場合、又は偽り を告げたこ と により 本契約を継続し がたい重大な 

事情を生じ さ せた場合。  

２ ．  利用者によるサービス利用料金の支払いが 1 ヶ 月以上滞納し 、 その後の催告後 

  30 日以上支払わない場合。  

３ ．  利用者の行動が他の利用者やサービス従事者の生命・ 身体・ 財物・ 信用等を傷 

つける恐れがある、または重大な自傷行為を繰り 返すなど本契約を継続し がたい

事情が生じ た場合。  

４ ．  利用者が他の介護保険施設（ 介護老人福祉施設、 介護老人保健施設） などに入 

所し た場合。  

  

○ 利用者から の契約解除 
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契約期間中であっ ても 、 利用者は事業所と の契約の解除を申し 出るこ と ができ  

ます。 ただし 、 以下の場合には即時に契約を解除するこ と ができ ます。  

１ ．  介護保険の給付対象外と なる利用料金の変更に同意ができ ない場合。  

２ ．  利用者が他介護保険施設へ入所さ れた場合。  

３ ．  事業者も し く はサービス従事者が正当な理由なく 本契約に定める認知症対応 

型通所介護サービスを実施し ない場合。  

４ ．  事業者も し く はサービス従事者が守秘義務に違反し た場合。  

５ ．  事業者も し く はサービス従事者が故意又は過失により 利用者の身体・ 財物・ 信 

用等を傷つけ、又は著し い不信行為、その他本契約を継続し がたい重大な事情が

認めら れる場合。  

 ６ ．  他の利用者から 身体・ 財物・ 信用等を傷つけら れた場合も し く は傷つける恐れ

がある場合において、 事業者が適切な対応をと ら ない場合。  

５ ． 身元引受人 

  利用者には利用契約に伴い身元引受人を定めていただき ます。身元引受人には契約

に基づき利用者と 同様の責任を負っ ていただく こ と と なり ます。  

 

６ ． 苦情の受付について（ 利用契約事項第２ ３ 条参照）  

（ １ ） 等事業所における苦情の受付 TEL０ ２ ８ ５ －６ ４ －３ ２ ７ ７  

   ○ 苦情受付窓口担当者 

     〔 職氏名〕  管理者   田中 博之    

○ 苦情解決責任者 

  〔 職氏名〕  管理者   田中 博之    

   ○ 受付時間 毎週月曜日～金曜日 ９ ： ０ ０ ～１ ８ ： ０ ０  

※その他の受付： 認知症対応型共同生活介護事業所、介護老人福祉施設にて２ ４ 時

間対応し ており ます。又、 苦情受付ボッ ク スを正面玄関及び事業所玄関に設置し て

おり ます。  

   苦情だけでなく 、 利用中のご要望やご希望がある場合も 遠慮なく お伝え下さ い。 

（ ２ ） 当法人における苦情の受付  TEL０ ２ ９ ６ －７ ３ －５ ５ ６ ２  

○ 苦情受付窓口 

          社会福祉法人  尚生会  法人本部  
○ 受付時間 ８ ： ３ ０ ～１ ７ ： ３ ０  

 

（ ３ ）  第三者委員による苦情の受付 

  事業所が選任し まし た第三者委員においても 、苦情やご相談を受け付けており ます。 

 委員は、 当法人の監事、 評議委員及び介護老人福祉施設家族会会長の方です。 詳 

細は事業所玄関及び介護老人福祉施設正面玄関に掲示し ており ます。  

（ ４ ） 行政機関その他苦情受付機関 

茂木町役場 保険福祉課 

      介護保険係 

〒321-3589 芳賀郡茂木町茂木 155 

TEL 0285-63-5603 

国民健康保険団体連合会 
〒320-0033 宇都宮市本町 12-11 

TEL 028-622-7242 

栃木県社会福祉協議会 
〒320-8508 宇都宮市若草 1-10-6 

TEL 028-622-0524 と ちぎ福祉プラ ザ内 

  ※施設の窓口だけでなく上記の機関を通してでも受付けています。 


